
第第9898回回 定時株主総会定時株主総会

平成26年6月26日平成平成2626年年66月月2626日日

株式会社ダイフク株式会社ダイフク
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事事業のご報告業のご報告

自動仕分け装置「サーフィンソーター」

事事業のご報告業のご報告
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海外子会社海外子会社 4343社社
計計 5252社社 （（平成平成2266年年33月月3131日時点）日時点）

国内子会社国内子会社 99社社

1-1. 連結子会社1-1. 連結子会社

北米18社 欧州5社 アジア20社
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1-2. 経済動向1-2. 経済動向

中国、新興国で景気減速感

米国経済は緩やかな成長

欧州経済は底を打ちつつある

日本経済は円安・株高の進行により、
緩やかに持ち直している
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1-3. 当社業績1-3. 当社業績

受注高受注高 過去最高過去最高
売上高売上高 過去最高に迫る過去最高に迫る
利利 益益 前期を上回る前期を上回る

中期経営計画の目標達成に向け中期経営計画の目標達成に向け
順調な滑り出し順調な滑り出し



5598期97期

2,109
億円

2,768
億円

受注高

98期97期

2,023
億円

2,418
億円

売上高

1-4. 98期 連結実績1-4. 98期 連結実績

31.2%増 19.5%増
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98期97期

80.1
億円

125.5
億円

営業利益

1-5. 98期 連結実績1-5. 98期 連結実績

56.8%増
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98期97期

79.9
億円

131.9
億円

経常利益

1-6. 98期 連結実績1-6. 98期 連結実績

64.9%増
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77.4
億円

1-7. 98期 連結実績1-7. 98期 連結実績

当期純利益

98期97期

44.3
億円

74.4%増
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1-8. 報告事項1-8. 報告事項

■平成29年満期円貨建転換社債型新株予約権付
社債の発行

財務体質の強化、自己資本の拡充を図る

資金使途

ウィンライト社買収

国内設備投資

借入金返済
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1-9. 報告事項1-9. 報告事項

滋賀県最大級の発電量（年間430万kWh）
全量を「再生可能エネルギーの固定価格買取
制度」で関西電力に売電

■ダイフク滋賀メガソーラー稼働（滋賀事業所内）
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■エリア管理システムを開発

1-10. 報告事項1-10. 報告事項

生活支援ロボットの国際安全規格「ISO13482」の認証

を世界で初めて取得。
UWB（超広域無線）により、位置情報をリアルタイムに

計測、ビークルの速度をコントロールし、安全を確保する



1212

1-11. 報告事項1-11. 報告事項

■単元株式数を500株から100株に変更

平成26年4月1日より実施

投資家の皆さまが投資しやすい環境を

整え、株式の流動性の向上・投資家層

の拡大を図る
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グループ総額：104.4億円

2. 98期 設備投資等の状況2. 98期 設備投資等の状況

・ 滋賀事業所の生産設備の維持更新

・ 太陽光発電設備の設置

・ M&Aによるのれんの計上 等

ローラーコンベヤなどに強いウィンライト社を買収ローラーコンベヤなどに強いウィンライト社を買収
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中期経営計画（平成25年4月～平成29年3月）

「Value Innovation 2017」

3-1. 企業集団が対処すべき課題3-1. 企業集団が対処すべき課題

最大の課題はグローバル化
従来国内を中心に展開してきた

一般製造業・流通業向けの売上
を北米・アジアで伸ばしていく



1515

平成27年3月期経営方針

3-2. 企業集団が対処すべき課題3-2. 企業集団が対処すべき課題

S.Q.C.D.Eの継続的な取り組みと深掘り
～ 安全はすべてに優先する ～

S＝安全
Q＝品質
C＝コスト
D＝開発
E＝環境
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・社長直轄の安全衛生管理本部設置
・無事故・無災害でダイフク・ブランド向上

3-3. 企業集団が対処すべき課題3-3. 企業集団が対処すべき課題

安全・安心で快適な職場

滋賀事業所に安全体感道場を開設滋賀事業所に安全体感道場を開設
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3-4. 企業集団が対処すべき課題3-4. 企業集団が対処すべき課題

組織の全体最適化
・ 地域統括体制 ・・・ 北米、欧州、アジア

・ 管理統轄（CFO兼CRO）と事業統轄（COO）
の２統轄体制

欧州

150
億円

90
億円

アジア

800
億円

513
億円

日本

1,100
億円

970
億円

中南米

60
億円

38
億円

北米

650
億円

393
億円

４カ年中期経営計画４カ年中期経営計画
（平成（平成2525年策定時の地域別売上高）年策定時の地域別売上高）

組織の全体最適化
・ 地域統括体制 ・・・ 北米、欧州、アジア

：平成29年3月期

：平成25年3月期
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98期 期末配当を3円増配して13円に。
中間配当5円と合わせ、年間配当は18円

18円
25円 26円 26円

20円
15円 15円 15円 18円 20円

0
5

10
15
20
25
30
35

90期 91期 92期 93期 94期 95期 96期 97期 98期 99期

配当の推移配当の推移

(予定)

4. 剰余金の配当方針4. 剰余金の配当方針

１株当たり配当金の維持向上
中長期的連結配当性向30%

99期 年間配当20円（内 中間配当7円）を予定
株主優待制度は廃止し、現金配当を厚く
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97期 98期

計：2,068億円計：2,068億円 計：2,495億円計：2,495億円

流動資産

1,398億円

流動資産

1,707億円

固定資産

670億円

固定資産
787億円

5-1. 連結貸借対照表～ 資産の部5-1. 連結貸借対照表～ 資産の部



202097期 98期

流動負債
939億円

流動負債
837億円

固定負債
271億円

固定負債
661億円

純資産

856億円

純資産

996億円

5-2. 連結貸借対照表～ 負債・純資産の部5-2. 連結貸借対照表～ 負債・純資産の部

計：2,068億円計：2,068億円 計：2,495億円計：2,495億円

計1,498億円
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97期 98期

計：856億円計：856億円 計：996億円計：996億円

その他の包
括利益累計
額等
90億円株主資本

844億円

株主資本

906億円

5-3. 連結純資産5-3. 連結純資産

その他の
包括利益
累計額等
11億円
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6-1. 単体 貸借対照表6-1. 単体 貸借対照表

計：1,586億円計：1,586億円 計：1,638億円計：1,638億円

流動資産

895億円

固定資産

742億円

流動負債
337億円

固定負債
526億円

純資産

774億円

97期 98期

流動資産

903億円

固定資産

682億円

流動負債
638億円

固定負債
225億円

純資産

722億円
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6-2. 単体 98期実績6-2. 単体 98期実績

売上高売上高
97期 98期

1,333
億円

1,372
億円

営業営業利益利益

69
億円49

億円

97期 98期

経常利益経常利益

92
億円

84
億円

97期 98期

3.0%増
41.0%増

8.9%増
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6-3. 当期純利益の連単倍率6-3. 当期純利益の連単倍率

単体単体 当期純利益当期純利益

97期 98期

56.0
億円

57.6
億円 単体

56
億円

単体

57
億円

98期97期

0.8倍

連結

44
億円

連結

77
億円

1.34倍
当期純利益の連単倍率2.8%増



第第１１号議案号議案

定款一部変更定款一部変更の件の件



１．定款第２条（目的）３号に
「工事監理」を追加する。

２．定款第２７条（社外取締役の責任
限定契約）および第３５条
（社外監査役の責任限定契約）
の規定を新設する。

第第11号議案号議案



第第22号議案号議案

取締役取締役1111名選任の件名選任の件



北條 正樹
猪原 幹夫
森屋 進
井上 正義
柏木 昇

岩本 英規
小澤 義昭
（桃山学院大学経営学部教授）

重任 小林 史男
田中 章夫
本田 修一
平本 孝

新任

第第22号議案号議案



第第３３号議案号議案

監査役２監査役２名選任の件名選任の件



第第３３号議案号議案

重任 鳥井 弘之
（独立行政法人科学技術振興機構

JST事業主幹）

新任 木村 義久


